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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近３事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 24,029 898,025 2,429,404 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △3,628 118,161 163,117 

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △3,692 70,699 94,484 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 9,000 9,000 11,000 

発行済株式総数 (株) 180 18,000 54,300 

純資産額 (千円) 5,307 76,007 172,491 

総資産額 (千円) 11,836 316,134 502,360 

１株当たり純資産額 (円) 29,488.26 4,222.65 3,176.65 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

(円) △20,511.74 3,927.77 1,745.02

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.8 24.0 34.3 

自己資本利益率 (％) ― 173.9 76.0 

株価収益率 (倍) ― ― ― 

配当性向 (％) ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △6,005 138,497 71,678

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △573 △9,288 △17,543

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 10,400 △1,400 1,491

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 3,821 131,629 187,254

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
1

〔0〕

8

〔0〕

16

〔8〕



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

２ 第１期及び第２期の売上高には消費税等が含まれておりますが、第３期の売上高に消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、平成15年４月10日設立のため、第１期は平成15年４月10日から平成16年３月31日の11ヶ月21日の決算となってお

ります。また、第１期から第３期までの最近３事業年度の記載となっております。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しないため、記載しておりません。 

５ 平成17年３月８日付をもって株式１株を100株に分割しております。また、平成17年10月28日付をもって株式１株を３株

に分割しております。 

６ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期は潜在株式がなく、当期純損失が計上されており、また当

社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておらず、第２期及び第３期は潜在株式がありま

すが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

７ 第１期から第３期の株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。 

８ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

  



２ 【沿革】 

  

  

年月 事項 

平成15年４月 
健康食品の通信販売を目的として、東京都中野区に資本金9,000千円をもって健康コーポレー

ション株式会社を設立。 

平成15年６月 自社ＷＥＢサーバーにてインターネット通信販売を開始。 

平成16年５月 インターネットショッピングモール「楽天市場」へ出店。 

平成17年１月 本社を現在地に移転。 

    ６月 健康ベーカリー株式会社を子会社化。 

    12月 インターネットショッピングモール「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」へ出店。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社である健康ベーカリー株式会社で構成され、「カロリーコントロール用健康食品」

に加え、いわゆる健康食品や菓子及びパンを提供し、以って消費者の健康増進に寄与すべく、事業活動に取り組んで

おります。 

当社グループが携わる健康食品市場は、健康を強く求める消費者に支えられ、近年その市場規模を拡大しておりま

す。このような環境下、当社グループは、健康の大敵であるといわれる「肥満」の問題に取り組み、これを解決ある

いは未然に防ぐことによって健康増進を図りたいと望む消費者のために、「低カロリーかつ満腹感のあるカロリーコ

ントロール用健康食品」の販売を主な事業としております。 

  

(1) 製商品について 

① カロリーコントロール用健康食品事業 

生活習慣病の主な原因の一つになっている肥満を未然に防ぐため、あるいは、改善するために、食事からの摂

取カロリーを制限することと運動が重要であるとされております。当社は、消費者の摂取カロリー制限を助ける

「低カロリーかつ満腹感のあるカロリーコントロール用健康食品」を提供しております。 

(主要製商品) 

イ 豆乳クッキーダイエット 

平成15年12月に販売を開始した当社の主力製品である「豆乳クッキーダイエット」は、消費者の健康志向

の高まりを受けて注目されている「大豆」の「豆乳」と「おから」を原材料として使用し、かつ通常の食事

に代替して摂取するためにビタミンやミネラル・食物繊維等の成分を含んでおります。同製品は、水分を含

むと重量と体積が増す「おから」の特性を活かし、満腹感の増加、あるいは空腹感の減少に役立つ商品とな

っております。 

ロ フルーティーダイエット 

平成17年12月に販売を開始した「フルーティーダイエット」は、乳タンパクや蒟蒻を原材料として使用

し、かつ通常の食事に代替して摂取するためにビタミンやミネラル・食物繊維等の成分を含んでおります。

同商品は、水分を含むと重量と体積が増す蒟蒻の特性を活かし、満腹感の増加、あるいは空腹感の減少に役

立つ商品となっております。 

② その他の健康食品事業 

当社は、「カロリーコントロール用健康食品」以外の健康食品を販売しております。 

(主要製商品) 

イ 濃縮大豆胚軸 

平成15年６月に販売を開始した、大豆の「胚軸」という部位を原材料としたサプリメントであります。 

ロ ハチミツ大豆酢 

平成17年２月に販売を開始した、大豆を原料として醸造された「大豆酢」に、「ハチミツ」を加えた醸造

酢加工品であります。 

ハ 豆乳とおからで作ったクッキー 

平成15年７月に販売を開始した、豆乳やおからを含んでおりますが、通常の食事に代替して摂取するため

のビタミンやミネラル等の成分を含んでいないクッキーであります。 



ニ 豆乳ぷるぷるコラーゲン 

平成17年10月に販売を開始した、「豆乳ぷるぷるコラーゲン」は、鮭コラーゲンを原材料として使用した

食品であります。 

  

(2) 販売経路について 

当社は、自社ＥＣ(電子商取引)サイトとインターネット仮想商店街として最大規模の楽天株式会社による「楽天

市場」等でのインターネットを通じた通信販売、テレビショッピングによる通信販売、百貨店の食料品売場での対

面型店舗販売及びその後に継続購入する顧客への販売並びに卸売販売を行っております。この中で当社は平成15年

６月よりインターネット通信販売を主要な新規顧客獲得の販売経路としており、その新規顧客獲得数に占める比率

は、平成17年度上期において90％を上回っておりますが、より市場規模の大きい新聞折込チラシなどの紙媒体やテ

レビショッピングによる販売に積極的に取り組んでいく計画であります。 

  

(3) 生産形態について 

当社は、自社では製造設備は保有せず、健康ベーカリー株式会社や他社からの仕入や製造委託による生産を行っ

ております。 

  

(4) 健康ベーカリー株式会社について 

健康ベーカリー株式会社は、当社主力商品である「豆乳クッキーダイエット」「豆乳とおからで作ったクッキ

ー」の共同開発先でありますが、開発ノウハウの取り込みと開発スピードをさらに上げるために、平成17年６月10

日に100％子会社と致しました。 

健康ベーカリー株式会社は、パン製造販売と菓子製造販売を行い、製造設備を併設する１店舗で事業を行ってお

ります。 

  



   事業系統図 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

関係会社は次のとおりであります。 

（注）特定子会社並びに非連結子会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であります。 

２ 当期中において従業員数が８名増加しましたのは、業容拡大によるものであります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおり、また、平成18年３月までの支払給与額を平成18年３月31日現在の従

業員数で除した単純平均金額を年間換算した金額であります。 

４ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

名称 住所 資本金(千円)
主要な
事業内容 

議決権の所
有割合又は 
被所有割合 
(％) 

関係内容 

健康ベーカリー株式会社
（注） 

福岡県北九州市 
八幡西区 

10,000
パン・菓子
の製造販売
事業 

100
当社原材料の製造 
役員の兼任あり 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

16 
〔 8〕

30.4 0.8 4,355,590



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期における我が国経済は、輸出の増加を背景に企業収益の改善や設備投資の増加等景気は回復基調を持続致し

ました。雇用者所得も、雇用と賃金の改善を反映して、緩やかな増加を続けており、そのもとで個人消費も底堅く

推移致しました。 

健康食品業界においては、高齢化の進行や食生活の多様化、肥満や生活習慣病の増加などを背景に、近年継続し

て市場拡大を続けている状況にあります。 

このような状況下、当社は「豆乳クッキーダイエット」を主力商品に据え、楽天市場などインターネットを中心と

して積極的な販売拡大に注力致すとともに、平成17年７月から業務管理システムの稼動を開始するなど業務の効率化

を図って参りました結果、当期の売上高は、2,429,404千円（前期比170.5％増）うちカロリーコントロール用健康食

品事業2,355,776千円（前期比179.3％増）、その他の健康食品事業73,627千円（前期比35.3％増）となりました。一

方利益面においては、営業利益は182,801千円（前期比54.7％増）、経常利益は163,117千円（前期比38.0％増）、当

期純利益は94,484千円（前期比33.6％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加、たな卸資産の増加等の要因によ

り一部相殺されたものの、税引前当期純利益が162,124千円（前期比37.3％増）と増加したこと等により、前期末に

比べ55,625千円増加し、当期末には187,254千円となりました。 

また当期中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において営業活動の結果得られた資金は71,678千円（前期比48.2％減）となりました。これは主に税引前当

期純利益162,124千円を計上したものの、売上債権の増加額が53,133千円及び法人税等の支払額が87,168千円となっ

たことによって一部相殺されたものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において投資活動の結果使用した資金は17,543千円（前期比88.9％増）となりました。これは主に健康ベー

カリー株式会社の100％子会社化のための株式取得による支出10,000千円、及び主に同社に賃貸する有形固定資産の

取得による支出5,997千円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において財務活動の結果得られた資金は1,491千円（前期は1,400千円の支出）となりました。これは全て株

式の発行による収入であります。 

  

  



２ 【生産、仕入及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

① 事業別販売実績 

  

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 経路別販売実績 

  

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 
第３期

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

前年同期比(％) 

カロリーコントロール用 
健康食品事業 

(千円) 283,319 181.6

その他の健康食品事業 (千円) 16,236 45.1 

合計 (千円) 299,555 167.9 

事業部門 
第３期

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

前年同期比(％) 

カロリーコントロール用 
健康食品事業 

(千円) 4,340 －

その他の健康食品事業 (千円) 17,664 175.7 

合計 (千円) 22,004 243.5 

事業部門 
第３期

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

前年同期比(％) 

カロリーコントロール用 
健康食品事業 

(千円) 2,355,776 179.3

その他の健康食品事業 (千円) 73,627 35.3 

合計 (千円) 2,429,404 170.5 

販売経路別 
第３期

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

前年同期比(％) 

通信販売 (千円) 2,397,776 169.8 

対面型店舗販売 (千円) 27,878 439.5 

卸売販売 (千円) 3,749 △12.0 

合計 (千円) 2,429,404 170.5 



３ 【対処すべき課題】 

当社を取り巻く環境は市場全体としては追い風の中にあり、当社は、主力商品であるカロリーコントロール用健康

食品「豆乳クッキーダイエット」の販売拡大に引き続き注力しつつ、商品ラインアップの拡充、新たな販売チャネル

確保などを図りながらサービス向上に努め、収益の向上を図る所存であります。 

このような状況下、当社各事業におきましては、以下の事項を課題として認識し、対処してまいります。 

(1) コンプライアンス体制の整備 

当社は、通信販売を行っていることから大量に個人情報を収集・保有しております。また、薬事法、特定商取引

に関する法律等の法的規制の適用を受けております。このため、当社では、社内体制の整備を進め個人情報保護管

理を一層強化するため、社内管理体制の強化を図っております。また、法的規制の徹底遵守を図るため、関係部門

に対し社員教育を行うほか、特に、広告表現・表示等につきましては、チェックリストによる制作担当の自主チェ

ック、法務担当の二次チェックを行い、確認すべき事項は顧問弁護士等に確認をとっております。さらに、所轄都

道府県に対して、関係法令の遵守について自主的に相談し、指導を受けております。今後も、コンプライアンス管

理体制を充実することを経営の最重要課題の一つとして捉え、積極的に取り組んでまいります。 

(2) 新商品の開発並びに販売促進の強化 

現状では当社の主力商品である「豆乳クッキーダイエット」の売上比率が高くなっております。このため、今

後、当社は、高齢化進展に伴う消費者の健康志向の高まりを背景に、消費者ニーズに合致した新商品の企画・開発

及び新商材の発掘に向け自社企画を中心に、プロダクトラインの増強と各商品のライフサイクルの段階に応じた新

商品の投入の強化を図ってまいります。 

また、販売促進面においては、商品特性に応じた広告媒体の種類・実施時期等の最適化、顧客データ分析の強化

や広告媒体の多様化(インターネット広告に加えて、雑誌、新聞等の紙媒体への取り組み、テレビショッピングの充

実等)を図り、顧客基盤及び利益の拡大に取り組んでまいります。 

(3) 企業規模の拡大に伴う社内管理体制の強化 

当社は、優秀な人材の確保と社内管理体制の強化が経営の重要課題であると認識しております。製商品の企画・

開発、マーケティングの能力を有する人材の確保により製商品企画力並びに販売力の強化を図るとともに、企業規

模の拡大に伴い、将来発生し得る間接業務の増加に対応するため、業務フローの見直し、社内管理体制の強化に取

り組んでまいります。 

  

  



４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。以下の記載のうち将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。当社は、

これらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の

株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要がある

ものと考えております。 

  

１ 当社が属する「健康食品」業界について 

(1) 業界動向 

当社は、一般消費者向けに主に「カロリーコントロール用健康食品」の販売を行っております。当社では国内

の健康食品の市場規模について、高齢化社会、生活習慣病の増加、セルフケア意識の高まりから今後も継続的に

拡大傾向にあるものと推測しておりますが、当社が主力とする「カロリーコントロール用健康食品」の顧客嗜好

は流行に左右されやすい側面もあり、市場規模、市場シェア(競合・新規参入による)の変動が推測されます。 

当社は、こうした市場環境のなか、顧客の自然志向に合致し、程よい満腹感を得ることのできるクッキータイ

プの「豆乳クッキーダイエット」の開発を行い、ＥＣ(電子商取引)を効果的に活用することにより収益を拡大し

てまいりましたが、当社が市場の変化を予測しきれず、競合他社と比較してより魅力的な製商品を継続的に提供

できない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 法規制 

当社が営む健康食品事業はその製造、品質管理、表示・広告、販売の面で各関係法令によって規制を受けてい

ます。 

健康食品事業者は、その製造、品質管理において、食品の規格・添加物・衛生管理・営業許可を規定した「食

品衛生法」の規制を受け、表示・広告において、主に「食品衛生法」及び「健康増進法」「不当景品類及び不当

表示防止法」「ＪＡＳ法(※)」等の以下の法令の規制を受け、虚偽または誇大な表示・広告が禁止されておりま

す。特に、当該製商品本体への表示や広告の表現に疾病または身体機能に対する効果を標榜した場合には、「薬

事法」における無許可無認可医薬品の販売と見做され、処罰の対象となります。さらに、健康食品の販売は取引

形態によって、禁止行為、解約事項等を規定した「特定商取引に関する法律」があります。 

当社では、健康食品市場を取り巻く関係諸法令のチェック体制に関し、法務担当者を設置するとともに、内規

を基準とした当局または弁護士への確認を行っております。しかし、これらのチェック体制が十分に機能せず、

法律に違反する行為が行われた場合、予期しない法律規制の強化が行われた場合には、当社の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



    ※ＪＡＳ法…農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律 

 (注) 「健康食品取扱マニュアル第４版」(東京都福祉保健局 東京都生活文化局 編)によっております。 

  

(3) 安全性 

当社は、仕入先及び梱包作業委託先に対する厳正な管理体制を整備し、当社の製商品及び使用原材料の安全性

を常に確保できるようトレーサビリティ(生産、処理・加工、流通・販売等のフードチェーンの段階で食品ととも

に食品に関する情報を追跡し、遡及できること。)の推進に努めております。しかしながら、当社の指定要件を満

たさない素材等の使用原材料への混入、その他異物混入等を当社が防止できなかった場合には、当社が製造物責

任法の規定に基づき損害賠償請求の対象となる可能性があります。また、当社の製商品の安全性に係る良くない

風評が発生した場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

２ 当社が活用するインターネット及びＥＣを取り巻く事業環境について 

(1) インターネット及びＥＣの普及 

当社は、自社店舗を保有せず、主に自社サイト及びオンラインモールを通じてインターネット上で顧客を獲得

し、健康食品を販売しております。一般的に、ウェブサイト等を通じてインターネット上で製商品等を通信販売

する手法は「電子商取引」または「ＥＣ」と呼ばれております。 

近年、我が国のＥＣ市場規模は成長を続け、平成16年のＢtoＣ－ＥＣ(消費者向け電子商取引)の市場規模は５

兆6,430億円(前年対比28％増）、特に「医薬・化粧品・健康食品」の品目は、前年比44％増と高い伸びを示して

いると報告(注)されています。これは主に、急速なインターネット利用の普及及びブロードバンドの浸透、ＥＣ

ならではの利便性、品揃え、決済方法の多様化等の要因によるものであります。 

なお、インターネット及びＥＣ市場規模は継続的に拡大傾向にあると推測しておりますが、インターネットの

普及やＥＣの普及が順調に進まない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

    （注）「平成16年度電子商取引に関する実態・市場規模調査」（経済産業省・次世代電子商取引推進協議会・株式会社ＮＴ

Ｔデータ経営研究所の共同）によっております。 

法律名 主な表示対象 

食品衛生法(厚生労働省) 容器包装に入れられた食品(一部生鮮食品を除く。) 

ＪＡＳ法(農林水産省) 
消費者に販売される全ての飲食料品(酒類、医薬品、医薬部外品を除

く。) 

健康増進法(厚生労働省) 

・栄養表示をして販売しようとする容器包装に入れられた食品 

・特別用途食品(特定保健用食品を含む。) 

・パンフレット、インターネット等による広告等 

不当景品類及び不当表示防止法

(公正取引委員会) 
容器包装、パンフレット、雑誌、インターネット等による広告等 

特定商取引に関する法律 

(公正取引委員会) 
通信販売における広告等 

薬事法(厚生労働省) 容器包装、パンフレット、雑誌、インターネット等による広告等 



(2) 法規制 

当社が利用しているインターネット及びＥＣを取り巻く法規制は、未だ整備が完全に進んでおりません。さら

に、インターネットやＥＣの発達は、さまざまな経済行為に派生しておりますが、民法を初めとする現行法がど

のように適用されるのかその解釈が明確ではありません。ＥＣに関しては、平成14年７月に経済産業省が「電子

商取引等に関する準則」を公表し、その後改訂を行うなど、ルールを網羅的に整備していく動きが出てきており

ますが、今後利用者及び関連事業者を対象とした法規制が制定され、それにより当社の業務の一部が制約を受け

るような場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) システム障害 

当社は、個人顧客、役員及び従業員の個人情報及び取引先等に係る法人情報等を業務管理システムに蓄積して

おり、当社の業務効率は当該システムに大きく依存しております。 

なお、当社は自社サイトの運営及び管理を㈱Ｅストアーが提供するレンタルサーバ上で行っており、また「豆

乳クッキーダイエット」等の一部の製商品に係る発送業務の総てを国内のアセンブリ業者１社に委託しているこ

とから、当社の事業は両社の業務管理システムにも大きく依存していることになります。 

その結果、不測の事態(アクセスの急増等による一時的な負荷増大に伴うシステムダウン、地震等の災害に伴う

停電、故障等。)により、これらの業務管理システムが稼動しているそれぞれのサーバが停止した場合には、当社

の業務の遂行に支障を来たし、ひいては当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

３ 当社の事業特有のリスクについて 

(1) マーケティング 

当社は、主に自社サイト及びオンラインモールを通じたインターネット上の広告宣伝、テレビショッピングに

よる広告宣伝、カタログ同送による広告宣伝により新規顧客を獲得しており、当社にとり広告宣伝は重要なファ

クターであります。 

当社は、マーケティング戦略を重要な経営課題と位置付けており、効果的な広告宣伝を追求しておりますが、

当社が期待する新規顧客の獲得効果を上げられない場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

(2) 返品・返金制度 

特定商取引に関する法律上、ＥＣを含む通信販売は、いわゆるクーリングオフ制度の対象ではないものの、当

社は当社が扱う総ての製商品について、当社がやむを得ない理由であると判断し、かつ未開封の場合に限り返品

を受付けた上、返金しております。 

また、「カロリーコントロール用健康食品」は、消費者がカロリーコントロールの効果が得られなかった場合

は、一定要件を満たすことを条件に、初回購入分の1箱分の購入代金を全額返金する制度を設けています。 

しかしながら、当社が行う当該返品・返金制度が当社の見込を超えて一度に大量に発生したような場合には、

多額の製商品廃棄損の発生が当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



(3) 特定の製商品への依存 

当社は、主力製品として、「豆乳クッキーダイエット」を販売しております。当社は、既にカロリーコントロ

ール用健康食品市場で実績を残している競合の製商品との差別化を図るため、既存の製商品に美味しさや満腹感

の要素を追加した「豆乳クッキーダイエット」というクッキータイプの製品を開発いたしました。「豆乳クッキ

ーダイエット」は平成15年12月の販売開始より順調に購入者数を伸ばした結果、当社の総売上高に占める割合

は、平成18年３月期で96.8％となっております。 

当社は、消費者のニーズの多様化や業界及び商品カテゴリーの垣根を越えた競争が今後ますます激化するもの

と予測し、「豆乳クッキーダイエット」に続く新しい製商品の企画、開発に努めておりますが、当該製商品が軌

道にのるまでは、「豆乳クッキーダイエット」への依存度は高いものとなります。当社では、新たなチャネルの

開拓による新規顧客の獲得や既存顧客の継続施策により、「豆乳クッキーダイエット」の販売増を計画しており

ますが、当社の計画通りに伸張する保証はなく、「豆乳クッキーダイエット」の信頼性を揺るがす想定外の事態

が生じた場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、「豆乳クッキーダイエット」は、その製造をＯＥＭメーカー２社、梱包及び発送は外部の専門業者１社

のみに委託しております。当該業者に事故等の不測の事態が生じた場合には、一時的にその製造ラインが停止

し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 個人情報管理 

当社は、ＥＣ等による製商品の販売に際して顧客の氏名、住所等の申し出を受け、多くの個人情報を保有する

為、「個人情報保護法」に規定する個人情報取扱事業者として、当社顧客等の個人情報を厳正かつ厳重に管理し

ておりますが、万が一、外部からの不正アクセス等により当社の個人情報が社外に漏洩した場合には、損害賠償

請求や社会的な信用失墜等により当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

４ 当社の業績推移について 

当社の設立以来の２事業年度及び平成18年３月期の業績の変動は下表のとおりであります。 

なお、当社は平成15年４月10日付で設立された社歴の短い会社であり、期間業績比較を行うた 

めの十分な財務数値が得られない状況にあります。 

また、事業規模が比較的小規模であることから、特定製品の販売動向等が業績に大きく影響す 

る可能性があり、過年度の経営成績だけでは今後の当社業績を予測する材料としては不十分な面 

があります。 



(表) 設立以来の３事業年度の業績の推移 

(単位：千円) 

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりません。 

２ 第１期及び第２期の売上高には消費税等が含まれておりますが、第３期の売上高に消費税等は含まれておりません。

  

(平成16年３月期) 

当社の設立期(第１期)である平成16年３月期は、平成15年12月度に発売された「豆乳クッキーダイエット」が

好評を博し、発売から当期末までの僅か４ヶ月間に、当該製品売上高(14,431千円)は平成16年３月期総売上高

(24,029千円)の60.0％を占めるまでに伸張したものの、販管費及び一般管理費等を補うまでには至らず、当期純

損失(3,692千円)を計上いたしました。 

なお、当社は新事業創出促進法の規定に基づいて設立された確認会社(※)であり、当期末における当社の資本

金額は、旧商法が規定する株式会社の最低資本金額を満たさない9,000千円となっております。 

  

(注) 新事業創出促進法第10条第１項は、会社が当該法令の規定に基づき設立されたことを経済産業大臣が確認した場合には、

経済産業大臣は当該会社に対して確認書を交付すると規定していることから、一般的には当該会社を「確認会社」と称し

ております。なお、平成17年10月７日付の増資により、現在は当該確認会社ではありません。 

  

(平成17年３月期) 

マーケティング戦略の奏効に伴う順調な新規顧客の獲得、並びに平成16年７月度に導入した定期購買制度に伴

う継続購買効果を背景とした「豆乳クッキーダイエット」の販売の好調を主因として、当期における総売上高は

898,025千円(前期比3,637.3％増)となりました。また、売上高の増加に伴い、売上原価は108,034千円(前期比

2,203.0％増)となったものの、増産効果により対売上高売上原価率は12.0％(前期比7.5ポイント減)となりまし

た。 

一方、広告宣伝費の増加を主因として、当期における販売費及び一般管理費も671,844千円(前期比2,828.6％

増)となりましたが、大幅な増収が当該販売費及び一般管理費の増加を吸収し、営業利益は118,146千円(前期にお

いては営業損失3,603千円)、当期純利益は70,699千円(前期においては当期純損失3,692千円)となりました。 

なお、前述の当期純利益の計上により、前業年度末において当社が抱えていた欠損金(3,692千円)は解消されま

した。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

総売上高 24,029 898,025 2,429,404 

 カロリーコントロール用健康食品事業 14,431 843,598 2,355,776 

 その他の健康食品事業 9,597 54,427 73,627 

売上総利益 19,337 789,990 2,143,112 

営業利益 △3,603 118,146 182,801 

経常利益 △3,628 118,161 163,117 

当期純利益 △3,692 70,699 94,484 



(平成18年３月期) 

平成18年３月期は「豆乳クッキーダイエット」を主力商品に据え、楽天市場などインターネットを中心として積極

的な販売拡大に注力致すとともに、平成17年７月から業務管理システムの稼動を開始するなど業務の効率化を図って

参りました結果、当期の売上高は、2,429,404千円（前期比170.5％増）うちカロリーコントロール用健康食品事業

2,355,776千円（前期比179.3％増）、その他の健康食品事業73,627千円（前期比35.3％増）となりました。一方利益

面においては、営業利益は182,801千円（前期比54.7％増）、経常利益は163,117千円（前期比38.0％増）、当期純利

益は94,484千円（前期比33.6％増）となりました。 

   また、増産効果により売上原価の対売上高比率は11.8％となり、売上総利益の対売上高比率は改善されました。 

  

５ 当社の経営体制について 

(1) 特定人物への依存 

当社設立の中心人物であり事業の推進者である代表取締役社長瀬戸健は、経営方針や経営戦略等、当社の事業

活動全般において重要な役割を果たしており、同氏に対する依存度は高くなっております。 

当社においては、同氏に過度に依存しない経営体制を構築すべく、他の取締役や従業員への権限委譲等を進め

ておりますが、何らかの理由により同氏の当社業務の遂行が困難となった場合には、当社の財政状態や経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 今後の事業展開 

当社は、現在の事業ドメインと全く方向性が異なる新規事業分野への進出等は計画しておりません。 

しかしながら、当社は今後の製商品に係るラインナップの充実を効率的に図ることを目的として、健康食品開

発に係る有望な技術を有する企業との業務提携、または当該企業の買収等を行う可能性があります。 

なお、このような業務提携または買収にあたり、当社が負担する費用が回収できない等の事態に至った場合に

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 配当政策 

当社は、設立以来の３事業年度にわたり、配当を実施した実績はありません。これは、設立間もない当社の自

己資本が脆弱であり、かつ事業資金の流出を回避し、内部留保の充実を図ることを重要な経営課題と認識してい

たためであります。 

なお、当社は今後も企業体質の強化及び積極的な事業展開に備えた資金の確保を優先する方針でありますが、

株主に対する適切な利益還元についても重要な経営課題であると認識しており、更なる業容拡大の実現に向けた

資金配分の必要性をその都度勘案しつつ、株主に対する利益還元に努める所存であります。 

  



６ ストックオプションについて 

当社は、役員、従業員及び社外協力者に対するインセンティブプランの一環として、平成17年３ 

月16日開催の臨時株主総会及び平成18年１月31日開催の臨時株主総会において役員、従業員及び社外協力者へのス

トックオプションの付与を決議しております。 

平成18年３月31日現在、新株予約権による潜在株式総数は3,500株であり、これら新株予約権がす 

べて行使された場合の発行済株式総数57,800株の6.1％にあたります。当社では今後も適宜ストックオプションの付

与を予定しており、付与された新株予約権の行使により発行された新株は、将来的に当社株式価値の希薄化や株式

売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成へ影響する可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の主力商品は、カロリーコントロール用健康食品としてのクッキータイプ食品でありますが、ブランド力

の一層の強化を目指し、引き続き新食味製品の開発活動を行なってまいりました。併せて、同事業の更なる拡大

を目指し、カロリーコントロール効果のある食品の開発並びに新製品を継続して研究中であります。 

このような研究開発活動を行いました結果、当期における研究開発費の総額は293千円となりました。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当期（平成17年４月１日から平成18年３月31日）における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりでありま

す。 

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

 当期末における流動資産の残高は、477,503千円（前期末306,687千円）となり、170,816千円増加しました。現金

及び預金の増加（131,629千円から187,254千円へ55,625千円増）、売掛金の増加（125,404千円から178,538千円へ

53,133千円増）、貯蔵品の増加（11,644千円から35,387千円へ23,743千円増）及び前渡金の増加（2,765千円から

40,610千円へ37,844千円増）が主な要因です。 

（固定資産） 

当期末における固定資産の残高は、24,857千円（前期末9,447千円）となり、15,410千円増加しました。健康ベー

カリー株式会社の株式取得による関係会社株式の増加10,000千円、機械装置の増加3,224千円及びソフトウェアの増

加3,120千円が主な要因です。 

（流動負債） 

当期末における流動負債の残高は、329,869千円（前期末240,127千円）となり、89,742千円増加しました。業容

の拡大に伴う未払金の増加（147,605千円から228,813千円へ81,207千円増）並びに当期より消費税等の会計方針を

税込方式から税抜方式に変更したことに伴う未払消費税等の増加36,476千円が主な要因です。 

（固定負債） 

前期末、当期末とも計上額がありません。 

（資本） 

当期末における資本の残高は、172,491千円（前期末76,007千円）となり、96,484千円増加しました。第三者割当

増資による資本金の増加2,000千円並びに当期純利益の計上94,484千円が主な要因です。 

  



(2) 経営成績の分析 

当期における売上高はカロリーコントロール用健康食品「豆乳クッキーダイエット」の好調を主因に、2,429,404

千円（前期比170.5％増）となりました。 

・ 売上原価は売上の増加に伴い、286,291千円（前期比165.0％増）となりました。 

・ 販売費及び一般管理費は1,960,311千円（前期比191.8％）となりました。このうち、売上拡大を図るため、イ

ンターネットを中心とした広告宣伝費は1,461,578千円（前期比232.5％増）となりました。 

この結果、営業利益は182,801千円（前期比54.7％）となりました。 

・ 営業外損益は19,685千円の損失（純額、なお前期は15千円の利益）になりました。これは主に、消費税等の会

計処理の変更に伴う、簡易課税方式により算出される納付額及び仮受消費税等の精算後金額と納付税額との差額

（差損）18,320千円を営業外費用に計上したことによります。 

この結果、経常利益は163,117千円（前期比38.0％増）となりました。 

・ 法人税等（法人税等調整額を含む）は67,640千円（前期比42.8％増）となりました。 

  この結果、当期純利益は94,484千円（前期比33.6％増）となりました。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社では、業容の拡大に対応するため、5,997千円の設備投資を実施しました。主な内容としては平成17年６月に健

康ベーカリー株式会社を100％子会社としたことに伴う機械装置、工具器具備品の購入のため、4,047千円の設備投資

を実施しました。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 本社には、貸与中の機械装置3,224千円、工具器具271千円を含んでおり、子会社である健康ベーカリー株式会社に貸与し

ております。 

４ 従業員数欄の[外書き]は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間基準）であります。 

５ 上記の他、主要な設備のうち賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

平成18年３月31日現在 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

建物 機械装置 工具器具備品 合計   

本社 
(東京都中野区) 

総括業務施設 
販売設備 

157 3,224 3,476 6,858 
16 
[８] 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
占有面積
(㎡) 

賃貸期間
第３期賃料 
(共益費含む) 
(千円) 

本社 
(東京都中野区) 

事務所 128.33
自 平成17年１月15日
至 平成19年１月14日 

3,324

別館 
(東京都中野区) 

会議室 44.72
自 平成17年10月１日
至 平成19年９月30日 

595



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注）当社株式は平成18年５月30日付で、札幌証券取引所アンビシャス市場に上場いたしました。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 216,000 

計 216,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 54,300 58,400 
札幌証券取引所 

アンビシャス 
― 

計 54,300 58,400 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

① 平成17年３月16日臨時株主総会決議 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
  

  
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  

  
最近事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 
(個)(注)１ 

   540  540

新株予約権の目的と 
なる株式の種類 

普通株式 同左

新株予約権の目的と 
なる株式の数(株) 

  1,620  1,620

新株予約権の 
発行価額 

無償  無償

新株予約権の行使時 
の払込金額(円) 

 (１個当たり)
  1,002 
 (１株当たり) 
   334 

(１個当たり) 
    1,002 

(１株当たり) 
      334 

新株予約権の 
行使期間 

自 平成19年 4月 1日
至 平成26年12月31日 

同左

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額(円) 

発行価格    334 
資本組入額   334 

発行価格    334  
資本組入額   334 

新株予約権の行使の 
条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利
行使時において当社の取締役または従
業員いずれかの地位を保有しているこ
と、あるいは当社と顧問契約を締結し
ている場合に限り新株予約権を行使す
ることができる。ただし、定年退職そ
の他取締役会が正当な理由があると認
めた場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者
の相続人は新株予約権を行使すること
ができる。 

③ その他の条件は、株主総会決議および
取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めるところによる。 

同左

新株予約権の消却の 
事由及び条件 

当社は、新株予約権者またはその相続人が
新株予約権の行使の条件に該当しなくなっ
た場合は、当該新株予約権を無償で消却す
ることができる。 

同左

新株予約権の譲渡に 
関する事項 

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役
会の承認を要する。 

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後払込金額 

  

＝ 

  

調整前払込金額 

  

× 

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



② 平成18年１月31日臨時株主総会決議 

  

(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
  

  
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  

  
最近事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 
(個)(注)１ 

1,880 1,880

新株予約権の目的と 
なる株式の種類 

普通株式 普通株式 

新株予約権の目的と 
なる株式の数(株) 

1,880 1,880

新株予約権の 
発行価額 

無償 無償

新株予約権の行使時 
の払込金額(円) 

(１個当たり)
8,000 

(１株当たり) 
8,000 

(１個当たり) 
8,000 

(１株当たり) 
8,000 

新株予約権の 
行使期間 

自 平成20年10月 1日
至 平成26年12月31日 

自 平成20年10月 1日 
至 平成26年12月31日 

新株予約権の行使に
より株式を発行する
場合の株式の発行価
格及び資本組入額
(円) 

発行価格   8,000 
資本組入額  8,000 

発行価格   8,000  
資本組入額  8,000 

新株予約権の 
行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利
行使時において当社の取締役、監査
役、従業員または当社の外部協力者の
いずれかの地位を保有していること、
あるいは当社と顧問契約を締結してい
る場合に限り新株予約権を行使するこ
とができる。ただし、定年退職その他
取締役会が正当な理由があると認めた
場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者
の相続人は新株予約権を行使すること
ができる。 

③ その他の条件は、株主総会決議および
取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めるところによる。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利
行使時において当社の取締役、監査
役、従業員または当社の外部協力者の
いずれかの地位を保有していること、
あるいは当社と顧問契約を締結してい
る場合に限り新株予約権を行使するこ
とができる。ただし、定年退職その他
取締役会が正当な理由があると認めた
場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者
の相続人は新株予約権を行使すること
ができる。 

③ その他の条件は、株主総会決議および
取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の消却の 
事由及び条件 

当社は、新株予約権者またはその相続人が
新株予約権の行使の条件に該当しなくなっ
た場合は、当該新株予約権を無償で消却す
ることができる。 

当社は、新株予約権者またはその相続人が新
株予約権の行使の条件に該当しなくなった場
合は、当該新株予約権を無償で消却すること
ができる。 

新株予約権の譲渡に 
関する事項 

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役
会の承認を要する。 

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役
会の承認を要する。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後払込金額 

  

＝ 

  

調整前払込金額 

  

× 

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 設立 発行価格   50,000円 

   資本組入額  50,000円 

２ １株を100株に株式分割 

３ 有償第三者割当 発行価額  20,000円 

資本組入額 20,000円 

主な割当先 瀬戸健 他２名 

４ １株を３株に株式分割 

   ５ 平成18年５月29日を払込期日とする一般募集による増資により、発行済株式総数が4,100株、資本金が90,610千円、資本準

備金が118,326千円増加しております。 

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成15年４月10日 
(注)１ 

180 180 9,000 9,000 ― ―

平成17年３月８日 
(注)２ 

17,820 18,000 ― 9,000 ― ―

平成17年10月７日 
(注)３ 

100 18,100 2,000 11,000 ― ―

平成17年10月28日 
(注)４ 

36,200 54,300 ― 11,000 ― ―

区分 

株式の状況 

端株の状況
  政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― ― ― ― ― ― ９ ９ ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― ― ― 54,300 54,300 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 100.00 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

瀬 戸  健 東京都新宿区上落合 42,834 78.9 

瀬 戸  早 苗 東京都新宿区上落合 9,840 18.1 

佐 野  賢 一 郎 東京都新宿区若宮町 543 1.0 

鈴 木  伸 子 東京都青梅市梅郷 540 1.0 

瀬 戸  達 也 福岡県北九州市八幡西区的場町 150 0.3 

廣 瀬  優 子 兵庫県神戸市東灘区本山南町 150 0.3 

瀬 戸  誠 福岡県北九州市八幡西区的場町 120 0.2 

瀬 戸  和 子 福岡県北九州市八幡西区的場町 120 0.2 

宮 松  利 博 東京都杉並区阿佐谷北 ３ 0.0 

計 ― 54,300 100.0 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 54,300 54,300 
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 54,300 ― ― 

総株主の議決権 ― 54,300 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、監査役、従業員

および当社の外部協力者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年３月16日の臨時

株主総会、平成18年１月31日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  
  

(注)１ 平成17年10月28日付の株式分割(１：３)により、新株予約権の目的となる株式の数は、1,260株から3,780株に、行使時の

払込金額は、1,000円から334円に変更しております。 

２ 株主総会決議時の発行予定株式数は3,780株ですが、付与対象者が権利を放棄したことにより、発行予定株式数は1,620株

となっております。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

  により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  

  

決議年月日 平成17年３月22日(取締役会決議日) 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,620株 

新株予約権の行使時の払込金額 334円 

新株予約権の行使期間 平成19年４月１日～平成26年12月31日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社の取締役
または従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは当社と
顧問契約を締結している場合に限り新株予約権を行使することがで
きる。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認め
た場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使
することができる。 

③ その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社
と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め
るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後払込金額 

  

＝ 

  

調整前払込金額 

  

× 

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



  

(注)１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
  

  
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  

   ２ 株主総会決議時の発行予定株式数は1,890株ですが、付与対象者の退職により権利が失効しており、発行予定株式数は

1,880株となっております。 

決議年月日 平成18年２月16日(取締役会決議日) 

付与対象者の区分及び人数 
当社社外取締役１名 監査役２名 当社従業員23名  

当社外部協力者４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,880株 

新株予約権の行使時の払込金額 8,000円 

新株予約権の行使期間 平成20年10月１日～平成26年12月31日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社の取締
役、監査役、従業員または当社の外部協力者のいずれかの地位を保
有していること、あるいは当社と顧問契約を締結している場合に限
り新株予約権を行使することができる。ただし、定年退職その他取
締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使
することができる。 

③ その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社
と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め
るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後払込金額 

  

＝ 

  

調整前払込金額 

  

× 

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を重要な経営課題と位置付けていますが、将来の事業展開のために安定した財務体質を確

立して経営基盤を強化することを目的として内部留保の充実を図るとともに、業績に応じた配当を継続的に行うこと

を基本方針としています。 

しかしながら、内部留保を充実することによって、今後の事業拡大のための投資等に充当し、企業価値の増大を目

指すことが結果として株主に対する利益還元につながるとの認識から、創業以来配当を実施していません。今後は、

各期の業績等を勘案しながら株主への利益還元を検討していく方針ですが、当面の間は内部留保を優先する可能性が

あります。 

なお、内部留保金につきましては、今後の事業拡大に対応する新商品・新サービスの開発等に活用するとともに、

企業価値を最大化するべく有効投資していく方針です。 

  

４ 【株価の推移】 

当社株式は、非上場でありましたので、該当事項はありません。 

なお、当社株式は平成18年５月30日に札幌証券取引所アンビシャス市場に上場されております。 

  

  



５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 取締役 瀬戸 早苗は、代表取締役 瀬戸 健の配偶者であります。 

２ 取締役 白崎 弘隆は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 竹腰倫仁氏および平山眞一氏はいずれも会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴及び他の会社の代表状況
所有株式数
(株) 

代表取締役 社長 瀬 戸   健 昭和53年５月１日 

平成14年７月 個人事業主としてパソコン教材の販売代行を 

42,834 
 行う。

平成15年４月 当社設立
 代表取締役社長就任(現任)

取締役 経営企画部長 佐 野 賢一郎 昭和41年11月13日 

平成２年４月 株式会社太陽神戸三井銀行(現 株式会社三井 

543 

 住友銀行)入行
平成12年10月 さくらキャピタル株式会社(現 エヌ・アイ・ 

 エフSMBCベンチャーズ株式会社)出向

平成17年３月 当社入社
 当社取締役管理部長就任

平成17年６月 健康ベーカリー株式会社 取締役就任(現任) 
平成18年６月 当社取締役経営企画部長就任（現任）

取締役   瀬 戸 早 苗 昭和50年12月14日 

平成９年４月 株式会社レナウン入社

9,840 
平成10年５月 百瀬繊維株式会社入社
平成15年４月 当社設立 取締役就任
平成17年３月 当社取締役退任
平成18年２月 当社取締役就任(現任)

取締役   白 崎 弘 隆 昭和32年５月８日 

昭和55年４月 帝人株式会社入社

－ 

昭和57年10月 白崎テープ株式会社(現 株式会社白崎ホール 
 ディングス)入社

平成元年８月 白崎テープ株式会社(現 株式会社白崎ホール 
 ディングス) 代表取締役社長就任

平成９年９月 シラサキベトナムコーポレーション代表取締 
 役会長就任（現任）

平成17年１月 株式会社白崎インターナショナル代表取締役 
 社長就任(現任)

平成17年２月 株式会社白崎グリーンナップ代表取締役会長 
 就任(現任)

平成17年２月 株式会社白崎コーポレーション代表取締役社長 
 就任(現任)

平成18年２月 当社取締役就任(現任)
平成18年４月 株式会社白崎ホールディングス代表取締役会長 

  
 就任(現任)

取締役 総務部長 古 村 克 明 昭和33年２月８日 

昭和55年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住友銀行) 

－ 

 入行
平成13年３月 株式会社三立舎入社
平成14年４月 エムシードゥコー株式会社入社
平成15年７月 アリエル・ネットワーク株式会社入社
平成17年３月 当社監査役就任
平成17年６月 健康ベーカリー株式会社 監査役就任(現任) 
平成18年６月 当社取締役総務部長就任(現任)

常勤監査役   竹 腰 倫 仁 昭和17年４月25日 

昭和42年４月 日本専売公社入社

－ 

平成７年６月 日本たばこ産業株式会社福岡支店長

平成９年７月 澁澤倉庫株式会社参与国内営業部

平成10年６月 澁澤倉庫株式会社取締役国内営業部営業担当 
平成10年７月 澁澤倉庫株式会社取締役営業第一部営業担当 
平成13年４月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティクス 

 営業本部営業担当

平成14年６月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティクス 
 営業本部ロジスティクス営業開発部長

平成14年７月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティクス 
 営業本部営業開発部長

平成16年６月 澁澤倉庫株式会社取締役ロジスティクス 
 営業本部営業担当

平成17年６月 澁澤倉庫株式会社取締役退任

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

監査役   平 山 眞 一 昭和34年12月31日 

昭和58年８月 学校法人大原学園大原簿記学校入社

－ 

昭和60年７月
監査法人朝日新和会計社(現 あずさ監査法人)入

社 
平成元年11月 株式会社ツツミ入社

平成12年６月 明光ナショナル証券株式会社(現 ＳＭＢＣフレ 
 ンド証券株式会社)入社

平成18年５月 ＩＰＯソリューションズ有限会社(現 ＩＰＯソ 
 リューションズ株式会社)設立

 代表取締役就任（現任）

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

計 53,217 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

以下については、当期末（平成18年３月31日）現在の状況について記載したものであります。 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社におけるコーポレート・ガバナンスは、取締役会の適時適切な意思決定により、各取締役がその担当職務の

執行を迅速に行なえる体制を整えております。また、当社は少人数小規模組織ではあるものの、社内規程や業務マ

ニュアルを制定し、その規程等に従って業務活動を行っております。これらの経営上の意思決定や業務活動につい

ては、定期的な監査役監査及び内部監査により内部統制を働かせております。 

当社では、コーポレート・ガバナンスを経営統治機能と位置づけており、企業価値を継続的に高めていくための

不可欠な機能であるとの認識に基づき、コーポレート・ガバナンス体制の強化及び充実に努めております。また、

株主に対する説明責任を果たすべく、迅速かつ適切な情報開示の実施と意思決定における透明性及び公平性を確保

した経営を行ってまいります。さらに、健全な倫理観に基づくコンプライアンス体制を徹底し、株主、投資家及び

事業パートナーをはじめとする利害関係者の信頼を得て、事業展開を行ってまいります。 

当社は、今後もコーポレート・ガバナンス体制の確立に向けて、企業成長に応じた体制の随時見直し、企業価値

の最大化を図ることを目標としてまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

ａ 委員会設置会社であるか、または監査役制度採用会社であるかの別 

当社は監査役制度を採用しております。 

ｂ 業務執行および監視の仕組み 

当社は、株主利益の観点からコーポレート・ガバナンスの経営管理体制として、業務執行を監督する機能の

分別化と強力化を図るため、取締役会と監査役が経営者たる代表取締役ならびに取締役を監視・監督するシス

テムをとっております。すなわち、株主総会が取締役ならびに監査役を選任、選任された取締役によって構成

される取締役会が代表取締役を選任、各取締役の職務執行状況につき互いに監督し、監査役は取締役および代

表取締役の職務執行を監査しております。 

ｃ 取締役会 

取締役会は５名の取締役で構成されております。毎月開催される定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取

締役会も開催しており、会社の業務執行に関する意思決定機関として監査役出席の下、経営の妥当性、効率性

及び公正性等について適宜検討し、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関する事項を決議

し、業務執行状況の監督を行っております。 

ｄ 代表取締役社長 

取締役会の議長であり取締役会を統括するとともに、取締役会の決議を執行し、当社の業務全般を統括して

おります。 

ｅ 監査役 

当社は、監査役２名のうち、社外監査役として２名を選任しております。このうち１名が常勤監査役であり

ます。監査役は取締役会に出席するとともに、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、経営の妥

当性、効率性及び公正性等に関する助言や提言を行うとともに、取締役会の意思決定の過程及び業務執行状況

について監査しております。また、監査役２名は独立機関としての立場から、経営全般に対するより適正な監

視を行うため、定期的に打合せを行い密接に連携しております。 

ｆ 内部監査の仕組み 

内部監査は、企業活動における会計記録、内部組織、業務運営の適否及び業務効率の監査を通じて助言、勧

告を行い、もって経営の合理化及び適正化に資することを目的としており、管理部(４名)により行われます。



管理部の内部監査については取締役社長の命をうけた別部門が行っております。 

また、内部監査責任者は監査法人等と積極的に意見交換し、効率的かつ効果的な内部監査を実施しておりま

す。 

ｇ コンプライアンス体制 

当社の事業に係る関係法令への対応として、営業企画部に専任の広告・商品開発関連法務担当者を設けてお

ります。当該法務担当者は、製商品の企画・開発及び新たな広告宣伝、製商品の内容包装について全てチェッ

クリストに基づきチェックを行い、営業企画部長に報告の上、新たな確認が必要となる場合には、所轄都道府

県への相談又は顧問契約をしている法律事務所より助言と指導を受けております。 

  

＜コーポレート・ガバナンス体制＞ 

 
  

② コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は、経営環境の変化への迅速な対応をすべく、取締役会を毎月の定例開催のほか必要に応じ随時開催し、取

締役会規程等に則り、厳正な運営をしており、十分に議論を尽くした上で業務の執行を決定しております。平成17

年４月以降の取締役会には監査役も出席しております。 

また、監査役については、コーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、取締役会への出席、監査役監査の実

施のほか、２名の監査役による打合せを毎月行っております。また、迅速、公正及び正確な企業情報の開示を遂

行するために、適時開示及び制度開示に関する業務プロセスの見直しを実施し、社内におけるチェック体制をよ

り強化した開示体制の整備に努めております。 

  

  

(3) 会計監査の状況 

当社は、あずさ監査法人に会計監査を委嘱しており、期末のみではなく必要に応じて適宜監査が実施されており

ます。また、独立した立場から財務諸表等に対する意見を表明しております。 

業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務にかかる補助者の構成については以下のとおりであります。 

  

① 業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 ： 公認会計士  小 田 哲 生 

              公認会計士  土 肥   真 



  

② 監査業務にかかる補助者の構成 

公認会計士 ２名、会計士補 ３名 

なお、業務を執行した公認会計士は、平成16年３月期より監査業務を執行しております。 

  

(4) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他利害関係 

社外取締役である白崎弘隆、社外監査役である竹腰倫仁、平山眞一と当社との間には取引関係及び資本的関係は

ありません。 

なお、その他の利害関係として、社外取締役は以下の新株予約権を保有しております。 

社外取締役 白崎弘隆  50株 

  

(5) 役員報酬の内容 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)において取締役及び監査役に支払われた報酬は以下

のとおりであります。 

  

  

(6) 監査報酬の内容 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)において当社が監査法人と締結した公認会計士法(昭

和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、6,000千円であります。 

  

(7) 監査報酬以外の報酬 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)において、当社が監査法人と締結した公認会計士法

(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬はありません。 

  

取締役に支払った報酬 82,616千円 

監査役に支払った報酬 9,720千円 

    計 92,336千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当

事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けてお

ります。 

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年４月25日提出の有価証券届出書に添付されたものによっております。 

  

３ 連結財務諸表について 

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当期におい

ては、子会社健康ベーカリー株式会社の資産、売上高等から見て、当社の財政状態及び経営成績に関する合理的な判

断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

なお、利益基準値が５％を超えておりますが、健康ベーカリー株式会社は設立後間もないため、当期の利益基準値は一時的なも

のであり、平成19年３月期業績予想によれば重要性はないものと認識しております。 

  

① 資産基準 1.0％

② 売上高基準 0.8％

③ 利益基準 7.0％

④ 利益剰余金基準 4.1％



１【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     131,629     187,254   

２ 売掛金     125,404     178,538   

３ 商品     2,113     10,731   

４ 製品     9,067     8,821   

５ 原材料     9,517     7,639   

６ 仕掛品     2,088     562   

７ 貯蔵品     11,644     35,387   

８ 前渡金     2,765     40,610   

９ 前払費用     1,936     3,287   

10 繰延税金資産     5,493     6,043   

11 未収入金     6,028     34   

貸倒引当金     △1,003     △1,407   

流動資産合計     306,687 97.0   477,503 95.1 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   392     392     

減価償却累計額   △52 339   △234 157   

(2) 機械装置   ―     3,714     

減価償却累計額   ― ―   △489 3,224   

(3) 車両運搬具   2,625     ―     

減価償却累計額   △897 1,727   ― ―   

(4) 工具器具備品   2,417     4,700     

減価償却累計額   △153 2,263   △1,224 3,476   

有形固定資産合計     4,331 1.4   6,858 1.4 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     ―     3,120   

(2) 電話加入権     83     83   

無形固定資産合計     83 0.0   3,203 0.6 

３ 投資その他の資産               

(1) 関係会社株式     ―     10,000   

(2) 長期前払費用     673     640   

(3) 繰延税金資産     ―     23   

(4) 敷金保証金     3,494     4,100   

(5) 長期固定性預金     850     ―   

(6) その他     15     30   

投資その他の資産合計     5,032 1.6   14,794 2.9 

固定資産合計     9,447 3.0   24,857 4.9 

資産合計     316,134 100.0   502,360 100.0 

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     24,812     17,624   

２ 未払金     147,605     228,813   

３ 未払費用     8,914     9,105   

４ 未払法人税等     52,857     33,903   

５ 未払消費税等 ※３   ―     36,476   

６ 前受金     58     ―   

７ 預り金     4,609     931   

８ 賞与引当金     1,267     3,014   

流動負債合計     240,127 76.0   329,869 65.7 

負債合計     240,127 76.0   329,869 65.7 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   9,000 2.8   11,000 2.2 

Ⅱ 利益剰余金               

１ 当期未処分利益     67,007     161,491   

利益剰余金合計     67,007 21.2   161,491 32.1 

資本合計     76,007 24.0   172,491 34.3 

負債及び資本合計     316,134 100.0   502,360 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ カロリーコントロール用 
健康食品 

  843,598 2,355,776   

２ その他の健康食品   54,427 898,025 100.0 73,627 2,429,404 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首製品たな卸高   38     9,067     

２ 当期製品製造原価   111,808     299,555     

合計   111,847     308,623     

３ 期末製品たな卸高   9,067     8,821     

４ 製品他勘定振替高 ※２ ―     25,127     

５ 製品売上原価   102,779     274,674     

６ 期首商品たな卸高   962     2,113     

７ 当期商品仕入高   6,406     22,004     

合計   7,368     24,118     

８ 期末商品たな卸高   2,113     10,731     

９ 商品他勘定振替高 ※３ ―     1,769     

10 商品売上原価   5,255 108,034 12.0 11,617 286,291 11.8 

売上総利益     789,990 88.0   2,143,112 88.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 荷造運賃   36,274     91,821     

２ 広告宣伝費   439,605     1,461,578     

３ 貸倒引当金繰入額   1,003     404     

４ 役員報酬   64,502     92,336     

５ 給料手当   15,304     77,974     

６ 賞与引当金繰入額   1,267     3,014     

７ 消耗品費   17,151     11,468     

８ 販売手数料   38,879     96,735     

９ 支払手数料   18,301     30,410     

10 地代家賃   3,273     4,279     

11 減価償却費   1,270     2,835     

12 その他 ※４ 35,012 671,844 74.8 87,451 1,960,311 80.7 

営業利益     118,146 13.2   182,801 7.5 



  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   0     2     

２ 講演料収入   20     ―     

３ 備品売却益   13     ―     

４ 機器賃貸料収入 ※１ ―     376     

５ 受取賠償金 ※５ ―     66     

６ その他   2 35 0.0 152 596 0.0 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   20     229     

２ 株式公開準備費用   ―     626     

３ 新株発行費   ―     509     

４ 消費税等納付差額金   ―     18,320     

５ 賃貸資産減価償却費   ―     551     

６ その他   ― 20 0.0 44 20,281 0.8 

経常利益     118,161 13.2   163,117 6.7 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※６ ― ― 0.0 771 771 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 本社移転費用   98     ―     

２ 過年度社会保険料   ― 98 0.0 1,764 1,764 0.0 

税引前当期純利益     118,063 13.2   162,124 6.7 

法人税、住民税及び事業税   52,857     68,213     

法人税等調整額   △5,493 47,364 5.3 △573 67,640 2.8 

当期純利益     70,699 7.9   94,484 3.9 

前期繰越利益又は 
前期繰越損失（△） 

  △3,692 67,007 

当期未処分利益     67,007     161,491   

      



製造原価明細書 

  

(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

  

(原価計算の方法) 

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   74,030 64.9 188,787 63.2 

Ⅱ 経費 ※１ 40,091 35.1 110,163 36.8 

当期総製造費用   114,122 100.0 298,950 100.0 

期首仕掛品たな卸高   ―   2,088   

 合計   114,122   301,039   

期末仕掛品たな卸高   2,088   562   

他勘定振替高 ※２ 225   920   

当期製品製造原価   111,808   299,555   

     

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

容器包装費 22,715千円 容器包装費 56,293千円 

外注加工費 17,376千円 外注加工費 53,869千円 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

販売費及び一般管理費 
(販売促進費) 

225千円 仮払消費税等 916千円 

    
販売費及び一般管理費
(販売促進費) 

3千円 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   118,063 162,124 

２ 減価償却費   1,103 2,911 

３ 長期前払費用償却費   166 475 

４ 貸倒引当金の増加額   1,003 404 

５ 固定資産売却益   ― △771 

６ 受取利息   0 △2 

７ 支払利息   20 229 

８ 新株発行費   ― 509 

９ 売上債権の増加額   △120,103 △53,133 

10 たな卸資産の増加額   △32,586 △28,711 

11 前渡金の増加額   △2,765 △37,844 

12 前払費用の増加額   △1,810 △1,350 

13 未収入金の増減額   △6,028 5,994 

14 仕入債務の増減額   23,822 △7,188 

15 未払金の増加額   143,740 81,207 

16 賞与引当金の増加額   1,267 1,747 

17 未払費用の増加額   8,711 190 

18 前受金の増減額   58 △58 

19 預り金の増減額   4,603 △3,678 

20 未払消費税等の増加額   ― 36,476 

21 その他   △687 △457 

小計   138,581 159,074 

22 利息及び配当金の受取額   0 2 

23 利息の支払額   △20 △229 

24 法人税等の支払額   △64 △87,168 

営業活動によるキャッシュ・フロー   138,497 71,678 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   △600 ― 

２ 定期預金の払戻による収入   ― 850 

３ 関係会社株式の取得による支出   ― △10,000 

４ 有形固定資産の売却による収入   ― 1,809 

５ 有形固定資産の取得による支出   △5,434 △5,997 

６ 無形固定資産の取得による支出   ― △3,600 

７ 敷金保証金の払戻による収入   ― 384 

８ 敷金保証金の払込による支出   △3,254 △990 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △9,288 △17,543 



  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 長期借入金の返済による支出   △1,400 ― 

２ 株式の発行による収入   ― 1,491 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,400 1,491 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   127,808 55,625 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   3,821 131,629 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 131,629 187,254 



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     67,007   161,491 

Ⅱ 利益処分額     ―   ― 

Ⅲ 次期繰越利益     67,007   161,491 

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

  ― 子会社株式 

移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品 

  総平均法による原価法 

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品 

  同左 

  (2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法 

(2) 貯蔵品 

  同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物       ３年 

  車両運搬具    ２年 

  工具器具備品 ５～６年 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物       ３年 

  車両運搬具    ２年 

  機械装置     ９年 

  工具器具備品 ４～８年 

  (2) ― (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

  (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

  同左 

４ 繰延資産の処理方法   ― 新株発行費 

支払時に全額費用処理しておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

  

  

  

  

  

  会計処理の変更 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。 

  同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税込方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

（会計処理方法の変更） 

当社は、従来、税込方式によってお

りましたが、課税事業者になったこ

とを契機に当事業年度より、税抜方

式によっております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比

べ、売上高が121,470千円、売上原価

が14,161千円、販売費及び一般管理

費が122,053千円及び営業外収益が26

千円、特別利益が90千円減少し、営

業外費用が18,319千円増加したた

め、売上総利益が107,308千円減少

し、営業利益が14,744千円増加し、

経常利益が3,601千円減少して、税引

前当期純利益が3,691千円減少してお

ります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数   普通株式      72,000株 

   発行済株式総数 普通株式      18,000株 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数   普通株式     216,000株 

   発行済株式総数 普通株式      54,300株 

  

２ 当社は、資金調達の機動性を高めるため、取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。 

なお、当事業年度末における当融資枠に基づ

く借入の実行状況は次のとおりであります。 

  

  

※３ 消費税等の取り扱い 

    簡易課税方式により算出される納付額を未払 

   消費税等として計上するとともに、仮受消費税 

等の精算後残高と納付税額との差額（差損）は 

消費税等納付差額金として営業外費用に計上し 

ております。 

当座貸越限度額 600,000千円 

借入実行残高    － 千円 

差引額     600,000千円 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※４ 研究開発費の総額 

   一般管理費に含まれる研究開発費 

1,667千円

※１ 関係会社に対するものが、次の通り含まれてお

ります。 

機器賃貸料収入         376千円 

※２ 製品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

  

  

※３ 商品他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

  

  

※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

              293千円 

※５ 受取賠償金66千円は原材料仕入業者からの不良

分に対する賠償金であります。 

※６ 固定資産売却益は車両運搬具771千円でありま

す。 

販売費及び一般管理費 

（販売促進費） 
24,696千円 

仮払消費税等          431千円 

合計            25,127千円 

販売費及び一般管理費 

（販売管理費） 
1,668千円 

仮払消費税等         100千円 

合計            1,769千円 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

  

現金及び預金勘定 131,629千円

 現金及び現金同等物 131,629千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 187,254千円

 現金及び現金同等物 187,254千円



(リース取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１．時価評価されていない有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  貸借対照表計上額 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

   子会社株式 

  

              10,000千円 



(税効果会計関係) 

  

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しないため、記載しており

ません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しないため、記載しており

ません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(千円)

繰延税金資産  

  未払事業税 4,809 

  賞与引当金 532 

  その他 152 

 繰延税金資産計 5,493 

 繰延税金資産の純額 5,493 

   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(千円)

繰延税金資産  

  未払事業税 3,219

  賞与引当金 1,267

  広告宣伝費否認 1,556

  その他 23

 繰延税金資産計 6,067

 繰延税金資産の純額 6,067

   

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で

あるため注記を省略しております。 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で

あるため注記を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

（注）１．上記金額には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

    ①材料仕入価格については、市場価格を参考に合理的に決定しており、一般的な取引条件で 

あります。 

     ②研究費については、当事者間で決定した価格によっており、一般的な取引条件であります。 

     ③発送業務代行手数料については、当事者間で決定した価格によっており、一般的な取引条 

件であります。 

３．瀬戸誠は、当社代表取締役社長瀬戸健の実父であり、平成17年３月16日をもって当社監査役を退任しており

ます。 

４．鈴木伸子は、当社代表取締役社長瀬戸健の配偶者の実母であります。なお、上記発送業務等は平成17年３月

16日付ですべて解消しております。 

５．代表取締役瀬戸健の社宅の賃貸は、平成17年３月31日付ですべて解消しております。 

  

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．瀬戸誠は、当社代表取締役社長瀬戸健の実父であります。 

   ３．設備の購入については、取得時の価格をもとに合理的に決定しております。 

   ４．子会社株式の購入については、純資産価額等を考慮して、交渉により決定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及び 
その近親者 

瀬戸 健 ― ― 当社 
代表取締役 

(被所有)
直接 
77.8

― ― 社宅の賃貸 1,166 ― ― 

瀬戸 誠 ― ― 自営業 
(被所有)
直接 

0.2
― ―

材料の仕入 9,514 買掛金 1,999

研究費の
支払 750 未払金 200

鈴木 伸子 ― ― 自営業 
(被所有)
直接 

1.0
― ―

発送業務
代行手数料 
の支払 

2,340 ― ― 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又 

は出資
金 

(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 

期末残高
(千円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び 
その近親者 

瀬戸 誠 
（注）２ － － 会社員 (被所有)

直接 0.2
－ －

設備の購入
（注）３ 5,299 － － 

子会社株式
の購入 
（注）４ 

10,000 － － 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社並びに子
会社 

健康ベーカ
リー株式会
社 
  

福岡県北九州市
八幡西区 10,000 

パン・菓子
の製造・
卸・小売 

― ―
当社原材
料の製造

原材料の仕
入 
（注）５ 

1,069 － － 



   ５．原材料仕入価格については、市場価格を参考に合理的に決定しており、一般的な取引条件であります。な

お、健康ベーカリー株式会社は、平成17年４月18日の設立時から平成17年６月10日に当社が同社株式を取得す

るまでの期間、瀬戸誠が議決権の100%を所有しておりました。したがいまして、取引金額については平成17年

４月18日から平成17年６月10日までの期間の金額を記載しております。なお、瀬戸誠は、同社の代表取締役で

したが、平成17年６月17日をもって代表取締役を辞任しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 4,222円65銭 3,176円65銭 

１株当たり当期純利益 3,927円77銭 1,745円02銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ありますが、当社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録もしていないた

め、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

当社は、平成17年３月８日付で株

式１株につき100株の株式分割を行

っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  294円88銭 

１株当たり当期純損失金額 

           205円12銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ありますが、当社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録もしていないた

め、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

当社は、平成17年10月28日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 1,407円55銭 

１株当たり当期純利益金額 

          1,309円26銭 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 70,699 94,484

普通株式に係る当期純利益(千円) 70,699 94,484

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 18,000 54,145 

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要 

  
第１回新株予約権(ストックオプシ
ョン、新株予約権の数1,260個)。 
これらの詳細は「第４提出会社の状
況１ 株式等の状況（２）新株予約
権等の状況」に記載のとおりであり
ます。 

第１回新株予約権（ストックオプシ
ョン、新株予約権の数1,620個）。第
２回新株予約権（ストックオプショ
ン、新株予約権の数1,880個）。これ
らの詳細は「第４提出会社の状況１
株式等の状況（２）新株予約権等の
状況」に記載のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．平成17年６月10日をもって健康ベーカリー株式会

社の株式を100%取得して子会社化いたしました。

なお、同社は特定子会社に該当します。 

①その旨及び目的 

健康ベーカリー株式会社は、当社が平成17年３

月31日時点販売中の４製商品のうち半数でありま

す２製商品の共同開発先であり、長年の経験によ

り培われた製造ノウハウを保有しており、これを

当社内に取り込むことにより、当社の企画力と同

社の製造ノウハウを合わせ、今後さらに新商品開

発の促進を図ることを主な目的として100%子会社

といたしました。 

②株式取得の相手先の名称 

瀬戸誠氏 

③株式取得の相手先と当社役員との同族関係 

瀬戸誠氏は、当社代表取締役社長瀬戸健の実父

であります。 

④買収する会社の概要 

瀬戸誠氏が、シャノンセトとして昭和46年から

個人営業していたものを平成17年4月18日に法人

化したもの。当社との取引状況は、平成17年3月

期で、9,514千円の材料の仕入取引と750千円の研

究費の支払となっております。 

⑤取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

取得する株式の数   200株 

取得価額      10百万円 

取得後の持分比率    100% 

⑥支払資金の調達及び支払い方法 

自己資金にて、株式取得日当日に銀行振込にて支

払いを行っております。 

  

２．平成17年10月７日を払込期日とした第三者割当増資

を行いました。 

① 発行した株式の種類 普通株式 

② 発行した株式の数      100株 

③ 割当先 瀬戸 健       98株 

佐野 賢一郎      1株 

宮松 利博       1株 

④ 発行価額  １株につき  20,000円 

⑤ 発行価額の総額     2,000千円 

⑥ 資本組入額１株につき   20,000円 

⑦ 資本組入額の総額    2,000千円 

 当社株式は、札幌証券取引所の承認を得て、平成18年

５月30日に「アンビシャス」市場に上場いたしました。 

 上場にあたり、平成18年４月25日および平成18年５月

９日開催の取締役会において、下記のとおり新株式の発

行を決議し、平成18年５月29日に払込が完了いたしまし

た。 

 この結果、平成18年５月29日付で資本金は、101,610

千円、発行済株式総数は58,400株となっております。 

  

①募集方法       :一般募集(ブックビルディン

グ方式による募集) 

②発行する株式の種類及び数 

            ：普通株式4,100株 

③発行価格       ：１株につき56,000円 

 一般募集はこの価格で行いました。 

④引受価額       ：１株につき50,960円 

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株払込金

として受け取った金額であります。なお、発行価格と引

受価額の差額は、引受人の手取金となります。 

⑤発行価額       ：１株につき44,200円 

(資本組入額22,100円) 

⑥発行価額の総額    ：181,220千円 

⑦払込金額の総額    ：208,936千円 

⑧資本組入額の総額   ：90,610千円 

⑨払込期日       ：平成18年５月29日 

⑩配当起算日      ：平成18年４月１日 

⑪資金の使途      ：運転資金及びＭ＆Ａ資金 



  

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

⑧ 配当起算日    平成17年４月１日 

⑨ 資金の使途        運転資金 

  

３．平成17年９月14日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行してお

ります。 

① 平成17年10月28日をもって普通株式１株を３株に 

分割する。 

② 分割により増加する株数 

普通株式 36,200株 

③ 分割の方法 

平成17年10月28日最終の株主名簿に記載された 

株主の所有株式数を、１株につき３株の割合を 

もって分割する。 

④ 配当起算日 

平成17年４月１日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当期における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりであります。 

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

        98円29銭 

１株当たり当期純損失金

額 

       68円37銭 

１株当たり純資産額 

     1,407円55銭 

１株当たり当期純利益金

額 

     1,309円26銭 

  

  

  



⑤ 【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 392 - - 392 234 182 157 

 機械装置 - 3,714 - 3,714 489 489 3,224 

 車両運搬具 2,625 - 2,625 - - 689 - 

 工具器具備品 2,417 2,283 - 4,700 1,224 1,070 3,476 

有形固定資産計 5,434 5,997 2,625 8,807 1,948 2,431 6,858 

無形固定資産               

 ソフトウェア - 3,600 - 3,600 480 480 3,120 

 電話加入権 83 - - 83 - - 83 

無形固定資産計 83 3,600 - 3,683 480 480 3,203 

長期前払費用 770 441 - 1,211 571 475 640 

機械装置 賃貸物件(健康ベーカリー) オーブン 2,228千円

  賃貸物件(健康ベーカリー) ドゥゴン（ホイロ） 1,485千円

工具器具備品 本社 サーバーラック 520千円

  
外部保管(アイウェブデザイ

ン) 
サーバーストレージ 784千円

  賃貸物件(健康ベーカリー) 台下冷蔵庫 333千円

  本社 パソコン（２台） 644千円

       

       

       



【資本金等明細表】 

  

(注)当期増加額は平成17年10月７日付の第三者割当増資（100株、2,000千円）および、平成17年10月28日付 

の株式分割（１：３）（36,200株）によるものです。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 9,000 2,000 ― 11,000 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注) (株) (18,000) (36,300) (―) (54,300)

普通株式(注) (千円) 9,000 2,000 ― 11,000 

  計 (株) (18,000) (36,300) (―) (54,300)

  計 (千円) 9,000 2,000 ― 11,000 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 1,003 1,407 ― 1,003 1,407 

賞与引当金 1,267 3,014 1,267 ― 3,014 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円) 

現金 106 

預金   

普通預金 187,148 

預金計 187,148 

合計 187,254 

相手先 金額(千円) 

佐川急便株式会社 96,758 

楽天株式会社 38,943 

株式会社Ｅストアー 37,692 

株式会社三越 2,801 

株式会社東急百貨店 1,007 

その他 1,333 

計 178,538 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

125,404 2,550,874 2,497,740 178,538 93.3 21.7 



ｃ 商品 

  

  

ｄ 製品 

  

  

ｅ 原材料 

  

  

ｆ 仕掛品 

  

  

  

  

  

ｇ 貯蔵品 

  

区分 金額(千円) 

カラダイズ 4,816 

フルーティー・ダイエット 2,437 

胚軸 2,069 

ハチミツ大豆酢 1,268 

豆乳とおからで作ったバームクーヘン 140 

計 10,731 

区分 金額(千円) 

豆乳クッキーダイエット 7,764 

豆乳とおからで作ったクッキー 642 

豆乳ぷるぷるコラーゲン 414 

計 8,821 

区分 金額(千円) 

豆乳クッキーダイエット 7,180 

豆乳ぷるぷるコラーゲン 447 

豆乳とおからで作ったクッキー 11 

計 7,639 

区分 金額(千円) 

豆乳クッキーダイエット 562 

計 562 

区分 金額(千円) 



  

ｈ 前渡金 

  

  

  

  

  

  

広告用ちらし 24,466 

商品・製品発送用資材 9,252 

宣伝用商品券 1,561 

印紙 97 

切手 8 

計 35,387 

区分 金額(千円) 

株式会社日広 25,355 

有限会社パッション 12,392 

株式会社テントラーウィズ 1,270 

伊藤忠エレクトロニクス株式会社 682 

株式会社アンゼン・パックス 464 

その他 444 

計 40,610 



② 負債の部 

ａ 買掛金 
  

  

ｂ 未払金 
  

  

ｃ 未払法人税等 
  

  

ｄ 未払消費税等 

  

相手先 金額(千円) 

株式会社テレサ 7,833 

株式会社シェリエ 7,771 

健康ベーカリー株式会社 1,092 

田中製餡株式会社 808 

その他 118 

計 17,624 

相手先 金額(千円) 

楽天株式会社 47,019 

株式会社毎日エージェンシー 41,701 

株式会社日広 32,557 

株式会社テントラーウィズ 24,944 

株式会社三光紙器工業所 19,765 

その他 62,824 

計 228,813 

区分 金額(千円) 

未払法人税 21,360 

未払住民税 4,885 

未払事業税 7,657 

計 33,903 

区分 金額(千円) 

未払消費税等 36,476 

計 36,476 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 毎営業年度終了後３か月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 該当事項はありません。 

株式の名義書換   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 ― 

  株主名簿管理人 ― 

  取次所 ― 

  買取手数料 ― 

公告掲載方法 
当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故
その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL(http://www.kenkoucorp.co.jp) 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類 

  平成18年４月25日関東財務局長に提出 

(2)有価証券届出書の訂正届出書 

  平成18年５月10日関東財務局長に提出 

  平成18年４月25日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3)有価証券届出書の訂正届出書 

  平成18年５月19日関東財務局長に提出 

  平成18年４月25日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年４月25日

健康コーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている健康コ

ーポレーション株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、健康コ

ーポレーション株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  小  田  哲  生  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  土  肥     真  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管して

おります。 



  

独立監査人の監査報告書 

  
平成18年6月29日

健康コーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

健康コーポレーション株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第3期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、健

康コーポレーション株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針7に記載されているとおり、会社は消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 田  哲 生 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土 肥    真 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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